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【政策ごとの予算額等】

7,456,677

26年度

3,012,821

14,666,174

7,683,709 7,772,608
当 初 予 算 （ 千 円 ）

247,922

27年度

　　執 行 額（千円）

政策評価結果の概算要求への
反映状況

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

政策評価調書（個別票1）

30年度概算要求額

10,783,870

2,960,040

29年度

総合･実績･事業

10,891,671

15,506,484

予
算
の
状
況

計（千円）

（注）直近の評価結果が分かる評価書又はそれに準じた評価書を添付すること。

地籍の整備等の国土調査を推進する

政策目標の達成度合い 進展が大きくない

890,763

11,604,112

493,360

2,860,000

番号 9-34

15,771,569

11,867,985

政策名

評価方式

14,957,472

補 正 予 算 （ 千 円 ）

28年度

地籍整備事業において、地籍調査対象面積に対する地籍調査実施地域の面積割合の目標値が平成３１年度までに５７％となっており、現在（平成２８年
度時点）の達成率が５２％となっている。
平成３１年度までに目標を達成する必要があることから、地籍調査費負担金の交付による市町村等に対する地籍調査への支援のほか、国直轄の基本調査
の実施、国土調査法第19条５項に基づく民間事業者等による地籍調査以外の測量成果の活用促進等を通じて、地籍整備を推進していく。また、新技術の
地籍測量への積極的な導入による作業の効率化や、政策課題等を考慮した実施対象地域の重点化による地籍整備の効果的な実施の徹底にも取組んでいく
必要があるため増額要求を行った。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 国土交通本省

小計

政策評価調書（個別票2）

国土調査に必要な経費

項

国土調査費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計

政策名

小計

予算額

合計

地籍の整備等の国土調査を推進する 9-34

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

29年度
当初予算額

7,456,677

事項

小計

7,456,677

7,456,677

30年度
概算要求額

7,772,608

7,772,608

7,772,608
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 9-34
（千円）

29年度
当初予算額

30年度
概算要求額

増△減額

合計

予算額

地籍の整備等の国土調査を推進する

該当なし

政策名

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

事務事業名 整理番号 政策評価結果の概算要求への反映内容


